
平成 30年度
東みよし町連結財務書類

（統一的な基準）



【様式第1号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 44,943,985,526   固定負債 12,965,055,350

    有形固定資産 41,163,959,603     地方債等 11,166,550,316

      事業用資産 12,096,024,726     長期未払金 4,802,960

        土地 4,991,893,596     退職手当引当金 1,512,291,122

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 281,410,952

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,450,604,414

        建物 17,991,010,248     １年内償還予定地方債等 1,235,727,985

        建物減価償却累計額 -11,286,287,419     未払金 81,830,786

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 533,304,776     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -148,480,236     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 99,333,846

        船舶 -     預り金 30,093,844

        船舶減価償却累計額 -     その他 3,617,953

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 14,415,659,764

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 50,285,781,004

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -12,545,392,946

        航空機 -   他団体出資等分 15,000,000

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 23,790,063

        その他減価償却累計額 -23,740,062

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 14,533,760

      インフラ資産 28,406,837,469

        土地 617,136,907

        土地減損損失累計額 -

        建物 786,445,634

        建物減価償却累計額 -409,282,938

        建物減損損失累計額 -

        工作物 46,863,678,143

        工作物減価償却累計額 -19,506,021,696

        工作物減損損失累計額 -

        その他 16,332,983

        その他減価償却累計額 -1,662,590

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 40,211,026

      物品 2,260,868,903

      物品減価償却累計額 -1,599,771,495

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 56,500,708

      ソフトウェア 34,605,486

      その他 21,895,222

    投資その他の資産 3,723,525,215

      投資及び出資金 256,138,914

        有価証券 -

        出資金 256,138,914

        その他 -

      長期延滞債権 86,630,040

      長期貸付金 15,964,104

      基金 3,353,853,833

        減債基金 922,000

        その他 3,352,931,833

      その他 22,534,222

      徴収不能引当金 -11,595,898

  流動資産 7,227,062,296

    現金預金 1,782,198,483

    未収金 56,883,914

    短期貸付金 1,183,104

    基金 5,340,612,374

      財政調整基金 3,462,733,374

      減債基金 1,877,879,000

    棚卸資産 16,320,921

    その他 32,187,507

    徴収不能引当金 -2,324,007

  繰延資産 - 純資産合計 37,755,388,058

資産合計 52,171,047,822 負債及び純資産合計 52,171,047,822

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 543,000

    その他 340,300

純行政コスト 11,313,447,501

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 2,466,816

  臨時利益 883,300

  臨時損失 98,699,346

    災害復旧事業費 89,791,201

    資産除売却損 6,441,329

    使用料及び手数料 390,014,314

    その他 773,271,569

純経常行政コスト 11,215,631,455

      社会保障給付 712,138,694

      その他 143,105,750

  経常収益 1,163,285,883

        その他 160,234,421

    移転費用 7,035,055,545

      補助金等 6,179,811,101

      その他の業務費用 259,050,894

        支払利息 87,149,176

        徴収不能引当金繰入額 11,667,297

        維持補修費 197,947,284

        減価償却費 1,466,711,530

        その他 152,386,923

        その他 123,854,320

      物件費等 3,478,938,800

        物件費 1,661,893,063

        職員給与費 1,380,705,412

        賞与等引当金繰入額 99,333,846

        退職手当引当金繰入額 1,978,521

  経常費用 12,378,917,338

    業務費用 5,343,861,793

      人件費 1,605,872,099

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 37,692,415,969 50,259,208,686 -12,581,792,717 15,000,000

  純行政コスト（△） -11,313,447,501 -11,313,447,501 -

  財源 11,458,626,640 11,458,626,640 -

    税収等 7,358,525,213 7,358,525,213 -

    国県等補助金 4,100,101,427 4,100,101,427 -

  本年度差額 145,179,139 145,179,139 -

  固定資産等の変動（内部変動） 141,131,036 -141,131,036

    有形固定資産等の増加 974,429,914 -974,429,914

    有形固定資産等の減少 -1,478,794,743 1,478,794,743

    貸付金・基金等の増加 1,097,551,405 -1,097,551,405

    貸付金・基金等の減少 -452,055,540 452,055,540

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 190,741 190,741

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -81,684,991 -114,749,459 33,064,468 -

  その他 -712,800 - -712,800

  本年度純資産変動額 62,972,089 26,572,318 36,399,771 -

本年度末純資産残高 37,755,388,058 50,285,781,004 -12,545,392,946 15,000,000

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

自治体名：東みよし町

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 24,739,275

本年度歳計外現金増減額 3,716,402

本年度末歳計外現金残高 28,455,677

本年度末現金預金残高 1,782,198,483

財務活動収支 -37,411,627

本年度資金収支額 -66,496,632

前年度末資金残高 1,934,994,407

比例連結割合変更に伴う差額 -114,754,969

本年度末資金残高 1,753,742,806

    地方債等償還支出 1,092,144,700

    その他の支出 604,927

  財務活動収入 1,055,338,000

    地方債等発行収入 1,055,338,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 1,551,030

    その他の収入 4,266,000

投資活動収支 -1,442,797,547

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,092,749,627

    その他の支出 -

  投資活動収入 295,955,078

    国県等補助金収入 86,647,654

    基金取崩収入 203,188,043

    貸付金元金回収収入 302,351

  投資活動支出 1,738,752,625

    公共施設等整備費支出 1,026,683,798

    基金積立金支出 710,068,827

    投資及び出資金支出 2,000,000

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 89,791,201

    その他の支出 136,030

  臨時収入 42,101,228

業務活動収支 1,413,712,542

【投資活動収支】

    税収等収入 7,346,438,654

    国県等補助金収入 3,971,692,845

    使用料及び手数料収入 388,597,274

    その他の収入 654,722,600

  臨時支出 89,927,231

    移転費用支出 7,042,541,545

      補助金等支出 6,187,297,101

      社会保障給付支出 712,138,694

      その他の支出 143,105,750

  業務収入 12,361,451,373

    業務費用支出 3,857,371,283

      人件費支出 1,600,254,066

      物件費等支出 2,016,493,586

      支払利息支出 87,149,176

      その他の支出 153,474,455

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 10,899,912,828



連結財務書類における注記

１ 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの･････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･･････････････････再調達原価

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 子会社・関連会社株式･･････････････････････取得原価

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

② その他有価証券

ア 市場価格のあるもの･････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･････････････････取得原価（又は償却原価法）

ただし、時価または実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を

行っています。

③ 出資金････････････････････････････････････出資金額

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。



(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 原材料、商品等･････････先入先出法による原価法

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ３年～５０年

工作物 ２年～６０年

物品 ２年～３８年

② 無形固定資産･････････････････････････････････････定額法

ソフトウェア ５～６年

(5)引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。

② 徴収不能引当金

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能

見込額を計上しています。

③ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。



④ 退職手当引当金

退職手当債務から徳島県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から、

既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、徳島県市町村

総合事務組合における積立金額の運用益のうち東みよし町へ按分される額を加算し

た額を控除した額を計上しています。

(6) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引(リース期間が1年以内のファイナンス・リー

ス取引及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等）を資

金の範囲としております。なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における

取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。



２ 重要な会計方針の変更等

変更はありません。

３ 重要な後発事象

該当はありません。

４ 偶発債務

該当はありません。

５ 追加情報

①連結対象団体（会計）

※全体財務書類の連結対象団体（会計）に追加して上記の団体が含まれます。

連結方法は次の通りです。

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合

1 吉野川オアシス（株） 第三セクター等 全部連結 -

2
みよし広域連合

（一般会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 33.85％

3
みよし広域連合

（介護保険特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 27.55％

4 三好東部火葬場管理組合
一部事務組合・

広域連合
比例連結 64.53％

5
徳島県後期高齢者医療広域連合

（一般会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.26％

6
徳島県後期高齢者医療広域連合

（後期高齢者医療特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.14％

7
徳島県市町村議会議員

公務災害補償等組合

一部事務組合・

広域連合
比例連結 5.15％

8
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）退職手当事業

一部事務組合・

広域連合
みなし連結 -

9
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）消防事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 5.50％

10
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）非常勤職員事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 4.51％

11
徳島県市町村総合事務組合

（一般会計）予防接種事業

一部事務組合・

広域連合
比例連結 3.85％

12
徳島県市町村総合事務組合

（滞納整理機構特別会計）

一部事務組合・

広域連合
比例連結 2.98％



象としております。

② 第三セクター等は、出資割合が50％超える団体について全部連結の対象としてお

ります。

②出納整理期間

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数

としています。なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設

けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現

金の受払い等が終了したものとして調整しています。

③ 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア範囲

売却可能資産の範囲には、台帳手引き１０４段落のとおり、以下のものとする。

「現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産（一時的に賃貸借している場

合を含む）」、「売却が既に決定している、または、近い将来売却予定されている

と判断される資産」のいずれかに該当する資産のうち、平成３１年度予算において、

財産収入として措置されている資産。

イ内訳

該当なし



【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
　※下記以外の資産および負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)
(G)

事業用資産 23,316,944,180 265,353,953 27,765,690 23,554,532,443 11,458,507,717 117,776,308 12,096,024,726
　土地 4,991,094,840 3,262,021 2,463,265 4,991,893,596 0 0 4,991,893,596
　立木竹 0 0 0 0 0 0 0
　建物 17,845,574,327 145,435,921 0 17,991,010,248 11,286,287,419 117,682,204 6,704,722,829
　工作物 431,182,662 102,122,251 137 533,304,776 148,480,236 0 384,824,540
　船舶 0 0 0 0 0 0 0
　浮標等 0 0 0 0 0 0 0
　航空機 0 0 0 0 0 0 0
　その他 23,790,659 0 596 23,790,063 23,740,062 94,104 50,001
　建設仮勘定 25,301,692 14,533,760 25,301,692 14,533,760 0 0 14,533,760
インフラ資産 47,603,406,763 849,320,479 128,922,549 48,323,804,693 19,916,967,224 0 28,406,837,469
　土地 607,674,860 9,462,048 1 617,136,907 0 0 617,136,907
　建物 787,495,634 0 1,050,000 786,445,634 409,282,938 0 377,162,696
　工作物 46,064,308,588 803,474,159 4,104,604 46,863,678,143 19,506,021,696 0 27,357,656,447
　その他 16,332,983 0 0 16,332,983 1,662,590 0 14,670,393
　建設仮勘定 127,594,698 36,384,272 123,767,944 40,211,026 0 0 40,211,026
物品 2,190,431,027 78,138,421 7,700,545 2,260,868,903 1,599,771,495 57,362,385 661,097,408
合計 73,110,781,970 1,192,812,853 164,388,784 74,139,206,039 32,975,246,436 175,138,693 41,163,959,603


